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Ⅰ．本論の論点と働き方改革の意味
　本論は進行する働き方改革における、改革することによって生じる負の効果を検討するものだ。
この検討は、主として人間の相互作用、すなわち社会的相互作用を取り扱う。
１．論点
　本論では、第一に、働き方改革に伴う雇用制度変更と文化的な不整合について取り扱い、不整
合によって大きな緊張が生じることを示唆する。
　第二に、大きな緊張とはいかなるものかを示す。また、一般に大きな緊張が生じることへの関
心がそらされていることを示す。意図的であるとの表現は、情報の非対称性の観点から、法案を
提出するほうに説明する責任があるからだ。
　第三に、大きな緊張が生じるその理由に、本来雇用制度は社会的に形成される人の行動と一致
しているものであることを仮定する。本論では、この制度と人の行動を形成する制度との整合性
を基本的な構造として取り上げる。
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２．働き方改革の意味
　法や制度の変更を含む改革を長期にわたり行うこの変更は、新聞紙上
＊1
からは、働き方改革で
長時間労働を是正しようとしているように見える。これは生産性が低いといわれる間接業務の改
善を促すものでもある。だが、雇用 WG
＊2
のめざす働き方改革の中心は、リストラが可能になる
ような職務給制度への誘導のはずだ。
３．大きな緊張
　この職務給制度への移行が文化的不整合を生む。職務給制度は、全体優先（会社都合 = 無限定。
定期異動、定年、一括採用）の我が国とは異なる個優先（個人都合、職務限定）の文化的風土の
上にできているからだ。これまでは、全体優先社会に合わせた教育によって会社都合の決定をす
る国民が形成され、会社に就職し会社人間となり働く。他方標準国では、個人優先社会に合わせ
た教育の下で個別価値合理的な決定を下せる国民が形成され仕事を獲得し働く。会社都合の国民
を会社は守る結果になっている。標準型は、国民も会社も個人都合でふるまう土壌ができている。
したがって、職務限定に変更した場合、個人都合の考えや、雇用流動化に合わせた制度整備を形
成するには長時間かかることが予想されるので、一方的なリストラを受け入れざるを得ないとい
う悲惨な結果が懸念される。
４．変化の対策
　変更とは、新たなものを行うか、現行を改めるかだ。前者に関し、先の雇用 WG では、他が
すべて標準化しているのに日本だけが標準化していないのはおかしい、という非科学的結論を出
発点にしている。なぜ新しいものへと舵を切ったのか。我が国では、そもそも相互作用のレベル
での研究が行われてこなかった。言葉ではよいものを残し変えるべきを変える、というがその方
法論さえ見つかってこなかった。本論の提案は、1) 教育改革が不在であること。個別決定を促
す相互作用の導入を、現在の全体状況決定の仕組みに変えて、行う。または、2) 従来型の弱味
である「個を守ること」を必須に、弱まっている「察し
＊3
」を強化する方法である。
＊1：新聞紙面では、残業時間の短縮に関する記事は毎日のように出てくるが、限定正社員に関する記事は極めて
少ない。ここまでの 10 年間（2008 年 12 月 06 日から 2018 年 12 月 06 日まで）で日本経済新聞が取り上げた
残業時間、限定正社員に関する記事は次の通り。残業時間（1676 件）、限定正社員（127 件）。ここ１年では、
残業時間（174 件）、限定正社員（11 件）。
＊2：内閣府 (2013)『規制改革会議 雇用ワーキング・グループ報告書』で述べられている。
＊3：河合隼雄 (1995) で、河合は日本の高校のホームルームを例に出し、日本の教育現場では、上下の意思疎通の
方法として「察し」が、教えこまれていることを述べている。
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Ⅱ．本論の基本となる構造と「文化」の説明
　我が国で雇用を考えるとき、教育を前提に考えないわけにはいかない。人は誕生とともに労働
できるものではない。人は社会（ひとまとまりの人々の相互作用の全体）によって、社会に有用
なものとして形成・教育される。それは社会に社会を安定させたいという欲求があるからだ。こ
うした行為は、教育と呼ばれ、知識と決定方法を教育する。一方世界の歴史を見ると、カソリッ
ク教会や王政などによる全体や全体状況を優先する社会から、個人を優先する社会へと変化し
てきた
＊4
。その結果、個を優先する国家が大半となり、全体や全体状況を優先する国家は僅かに
なった。先の WG が意味する、我が国の封建的全体主義から標準化への変更、のことである。
　さて、ここでテーマにある「文化」を説明する。対象とする現象は、日本的経営に注目が集
まった際に、文化的差異、として取り扱われていたものだ。そこで文化を、特定範囲内で長期
間の特定相互作用で生じる、特定範囲外とは異なる、内的に同質的な行為が長期間発現する状
況、と考える。今回取り上げる現象を、長期的に個か全体状況を優先する決定によって生じる現
象、と考え、そのようになる仕組みの存在を検証することで、現象が特定の人間相互作用の仕組
みによって存在することを証明したい。すなわち、ここでいう文化（個か全体を優先）をもった
社会
＊5
があること、この文化は、一方を優先する決定の継続状態
＊6
であること、そして、その継
続
＊7
を維持する仕組みがあることである。
　
Ⅲ．変更前の日本型と標準型
　本論を構成する基本的構造は、図１にある。構造は、二つある。第一は、特定の相互作用と、
特定の相互作用が継続する制度の存在である。第二は、特定の国で個人が仕事をするという状態
になることは、個人をそのような状態に育成する仕組みが継続的に存続しているということであ
る。別な言い方をすると、社会を維持するのに必要な人間が社会によって形成される、というこ
とだ。
＊4：封建体制からの離脱は、近代ではルターの宗教改革に端を発するプロテスタンチズムによって行われ、現代
においては帝国主義国の大戦での敗北による民主化によって行われ、社会主義国の「民主化」の流れによっ
て変化してきた。近年ではアジア諸国で米国等への留学を経た人々が国家を担う人材となり標準化国家へ
と変化させてきている。例えば、シンガポールの首相であるリー・シェンロン (Lee Hsien Loong) が典型だ。
かれは、1974 年ケンブリッジ大学卒業、1979 年ハーバード大学行政大学院で修士号取得している。
＊5：非職務給と職務給は、大平 (2017) や内閣府 (2013) 等によると、日本的経営の議論につながり、個と全体ど
ちらを優先する社会かの議論に連動する。
＊6：制度とは一定の決定を促す仕組みである。雇用制度は特定文化下で、財サービスの効果的交換（決定）を促
す。大平 (1998, 2006) は、日米で全体と個の一方を優先する決定が継続的に形成され続ける状態があること
を示した。
＊7：一方を優先する決定の形成の継続は継続させる仕組みがなければあり得ない。大平 (2006, 2017) はこれを示
している。
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　基本的な構造は以下の図で矢印によって示されることになる。相互作用とその安定化としての
二重の制度設計、社会生活と制度化、教育活動と制度化である。それに加え、社会的安定を得る
がための人づくりとしての制度設計、この二種類を指している。
　図１が意味している二つは次のことだ。
一つ目は、特定の社会にある組織で働くと
いうこと、特定の意思決定をすること、個
を重視する文化か全体を重視する文化にあ
りそれに合った意思決定をするということ
だ。これらは安定させられるので、安定を
保証する制度が形成される。二つ目は、一
つ目の意思決定を形成するような社会的な
誘導が行われることと、それが特定範囲内
で安定するように制度化されることである。これは、一般には教育、社会教育の制度化、慣習化
のことである。下部の仕組みが上部を形成する社会的な仕組みが形成される状態が、安定した国
家には存在すると考えられる。
　次に、日本と標準型の場合を図２と図３で説明しよう。日本は、個々人が全体や状況を参照し
ながら社会生活を送っており、私企業や公企業では年功制度が中心となる雇用制度をとっている。
他方、標準型では、例えば米国で
は、個々人が個人の権利を守るこ
と、個を重視することを最高の目
的に社会を形成している。これに
対応する雇用制度は、職務を限定
的にし、雇用契約で個人の決定を
守るやり方だ。雇用 WG の中で座
長の鶴光太郎は、かつて岩田
＊8
が
述べたことを拡張して述べている。
　日米ともこうした社会を形成す
るために、教育機会、社会教育の
機会などを用いて、決定機会に特
定の方向を価値参照するように誘
導している。この方向が、個を優
先する場合には、個人の中に同時
＊8：岩田龍子 (1977) は、我が国は職務が無限定であり、米国では限定的だと述べているが、雇用 WG で鶴光太
郎は、日本だけが職務が無限定で、ほかの諸国はすべて標準化したと述べ、我が国も速やかに標準化すべき
だと述べている。だが、この両者とも、状況を説明するだけで、なぜそうなのかを示していない。
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に形成される個人の価値観であり、他方では、個人が置かれた全体状況である。両者とも、社会
を安定させるために、全く同じ仕組みを持っている。違うのは意思決定の参照先であり、その誘
導方法だ。
　ところが、現在進行している雇用改革は、図４のようになる。これまでの日本型標準型は、次
のようになっている。日本型は、私企業公企業を問わず現存する制度を維持するために、個人
的な判断を控え、全体優先、全体維持の考え方、意思決定を行う代わりに、企業は仕事の保証を
行ってきた。標準型は、全体を維持してきた封建主義から離脱するために、個人の人権を最優先
し、個人が重大な判断をできるように教育し、制度を整えてきた。したがって、個別のリスクは
個人が負うことになり、リストラは受け入れられる当然のこととなる。逆にわが国で、図４にな
ると、まったく不意打ちを
食らうようなもので、何の
準備もないまま、仕方なく
露頭に迷うことになりかね
ない。とても近代的な文化
国家のあり様ではない。こ
の原因は、社会科学に対す
る研究者の在り方自体にあ
りそうだ。     
＊9
　
Ⅳ．二つ目の基本構造と変更後の不整合の検討
　二つ目の基本構造は、社会生活の要素間の相互作用関係だ。社会生活を、構成する要素でとら
え、その関係を検討することで、社会生活をよりよく理解することができよう。社会生活である
「仕事」に関してと、「社会的
成長」の機会の二つを図５を
用いて検討しよう。基本構造
はここでも矢印で示されてい
る。
　社会的生活としての仕事で
は、例として企業とのかかわ
りで検討しよう。その場合、
仕事の契約（仕事との関係）、
＊9：内閣府 (2013) は、現在慶応大学教授の鶴光太郎を規制改革会議雇用 WG 座長に据え、わが国だけが限定的
職務構造がなくレイオフできず、大型製造業の競争力が減少するので、速やかな制度変更が必要と主張した。
政府は、雇用の限定構造導入に向け働き方改革を掲げ、2018 年法制化した。
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仕事の切り分け（実施）、仕事の仕方（業務）、個人の決定様式（決定）、これらがセット（セッ
ティング）になっていること、同一の、全体過去を優先する方向で設計されていることを指摘し
たい。企業で行われている決定のための価値参照は、仕事の切り分け方、契約の仕方と直結して
いる、セットになっている。
　一方、社会的成長にかかわる機会に関しては、制度としての教育機会と、相互作用上の緊張を
緩和する方法として慣例化されている「挨拶」による他者確認と強化があげられる。他者確認と
は、自分以外の人との緊張を緩和すること。他者確認とは、行動の確認で、決定の参照先を確認
することをさす。また、参照先を誘導してもおり、同時に強化ともなる。教育は、養育者、教育
者が子供を社会と一致させる機能で、子供、生徒、仕事との間の緊張の緩和を意味する。
　さらに、上部の構造のための成長が形成されているという、「仕事」と「成長機会」が、一体
化した関係になっていることをマッチングと称して確認したい。決定は、社会が必要とする、全
体または個人を参照して行う決定のこと。この決定が連続して存在するのは、1) 子供が大人に
なること、2) 社会的に教育という機能があること、のセットになっていることが原因である。
どこの文化でも、社会の組織を構成する決定のパターンは、教育期間を中心に形成される（その
後も、相互作用を通し強化され続ける）。
　最後に、こうした教育と確認は、現代社会では、22 年間連続の強化となっており、この決定
のパターンは極めて強固なものとなろう。
　次に、日米を比較しよう。
まずは、図６で、下部構造に
なる決定の誘導に関して検討
しよう。対象の確認に関して、
日本では所属を確認し、その
結果対象には所属欲求が形成
される。他方米国では、自己
の決定価値の形成の欲求とな
る。さらに、全体を優先する
社会では、決定機会を剥奪す
る。すなわち個別決定への抑
制をおこない、全体を意識す
る誘導を行う日本と、まった
く逆に、個別決定を促し、全
体への埋没を抑制する米国と
のコントラストが見て取れる。
　次に、図７で仕事に関して
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日米それぞれを異なる決定の立場で見ていこう。決定は個人が行い依存しない米国と、依存的で
個人でできない日本に分かれる。これがスムーズにできるのは仕事の切り分けと一致しているこ
と、法的な契約関係がそうなっていることがあるからだ。全体の立場で皆で仕事をする所属欲求
と一致した所属契約の国と、個々個別に仕事を切り分け個別責任で、職務契約を結ぶ国との違
いは、まさに決定の参照先の違いに一致している。そして基本的な構造は要素間の依存関係が相
互に強化しあうことになろう。また、上部構造と下部構造の関係はすでに述べたとおり、第一に、
セッティングされた仕事と、同じくセッティングされた決定は、マッチングされている。組織は
決定の上にできている。第二に、決定のセッティングは 22 年間強化されている。普通の状態で
は、決定は簡単には変わらない。
Ⅴ．変更後の不整合の検討
　すでに述べたように、政策的な雇用制度の変更は始まった。であるならば、問題はマッチング
の工夫になる。異なる構造のマッチングで必ず生じるコンフリクトを予想し、対策を施すことが
重要だろう。
　また同時に、次のような視点に気が付くことも重要だ。それは、こうした不整合は、段階的に
生じるということである。第一段階は海外で、赴任した日本人上司と現地人部下の間で生じる。
第二段階は改善不能を制度疲労ととらえ今回のような制度だけの変更を行った場合だ。第三段階
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は、外国人材に門戸を開けた場合だが、第一段階と同様、優秀な人材は来ない。
　第一段階の例は、「アジア人は怠け者だ。働かない」、とコミュニケーション問題が上がってし
まうことだ。なぜそうなるかが、議論されることが少ないからだろう。
　第二段階の例は、ほぼ 10 年おきに生じるお約束だ。働き方改革の前は、「リストラクチャリン
グ」、「成果主義」、「目標管理」、「カンパニー制度」、などが例えば通産省の「欧米化」政策とし
て行われてきたが、主として誤用により反発が大きく、根付かない。
　目標管理は、現在でも多くの組織で運用されている。目標管理（MBO）は組織論では職務充
実の動機づけ要素を持たせたもののはずだが、使用している側からすると、「ノルマ管理」とな
ることが多いようだ。例えば、ある電力会社の人事担当者は「我々は目標管理をノルマ管理と理
解している」と話していた。職務給制度上の、個を優先する制度で初めて生きてくる制度だ。
　カンパニー制度は、事業部制にさらなる自由度を与えたものとして注目された。ソニー等が導
入したが業績の悪化の原因がこの制度にあったとしてその後廃止している。導入も廃止も横並び
が多くの企業で見られた（大平 2017）。これもまた、職務給制度上の、個を優先する制度で初め
て生きてくる制度だ。
　第三段階の例は、優秀な人材を、わが国企業は現在でも取り逃がし、よりよいグローバルな展
開機会を失っている、ということだ（佐藤・大平 2011）。
　今回の主張は、教育改革、意識改革をセットにすべきだった、というものだ。したがって本気
であれば、今後これらの変更を追加すべきだ。
Ⅵ．検討から得られる重大な示唆
　検討にあたり、判断機会の与奪という考え方と、決定参照という二つの概念を用いている。つ
まり、個人の価値は後天的だという点だ。この点から方法論的個人主義が万能ではなく、万能で
はないという視点からのみ、社会科学は進化するという示唆が得られている。
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